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嘉数啓

筆者の主宰する「低開発国経済研究ゼミナール」は，Ｇ,Myrdalの大著Ａｓｉａ〃

、γα”α(8)を基本文献に選び，講読，討論を重ねてきた。
Ａｓｉａ〃、γα腕αに描かれているMyrdalのアジア観はぼろくそであるという批

判もあるが，アジア低開発国の抱えている複雑で多様な問題について，これまで

にない包括的な視点から新しい分析のフレームを提示し，それに基づいて明快な

解答を与えている書物は，他には例がないと思われる。Ａｓｊα灯りγ…αは，ここ

暫く，低開発国研究者(DevelopmentEconomists)の舞台を支配し続けるに違い

ない。

Asjα〃、γα”αに描かれているアジアの発展途上国の１つを，実際にこの目で

確かめてみたいというゼミナリストの熱意に動かされて，フィリッピン調査旅行

を敢行したのは昨年（昭和53年）の夏であった。調査期間はわずか１週間で，そ

れもルソン島に限ってのことであったが，われわれの印象は予想をはるかに越え

て強烈であった。ジェット機でわずか２時間の距離に，社会システムがこうも異

なる国があるということを知った時のショックと同時に，先進国の教壇でper

capitaを比べ，植民地論を論ずる空しさをひしひしとかみしめたものである。フ

ィリピン見聞録の詳細については，ゼミナリストの論文を待ちたい。

フィリピン調査旅行の￣環として,アジア開発銀行(TheAsianDevelopment

Bank）を訪れた。アジア開銀は，世界で最も夕日が美しいと言われているマニラ

港に面したロハス（Roxas)通りにあり,ここだけは市内の狼雑さを忘れさせるよ

うな雰囲気につつまれている。
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アジア開銀は,１９６３年12月にマニラで開催された第１回アジア経済協力閣僚会

議の決議に基づき，１９６６年12月に設立された。現在（１９７８年６月)の加盟国は４３

カ国（域内29,域外14)で,うち開発途上加盟国(DevelopingMemberCountries）

26,先進国17カ国となっている。応募済資本金（subscribedcapital）は87億ＵＳ

ドルで，うち日本（20％），米国（11％），インド（９％），オーストラリア（８

％），インドネシア（８％）などが主要出資国である。承認済総貸付額は44億ド

ルで，公共事業（33％）を筆頭に，農業関連（24％），工業（22％），運輸通信

（19％）に貸付されている。銀行スタッフは843人（専門職３１７人,一般事務職

５２６人）おり，歴代の総裁には日本人が就任している。

アジア開銀が最も力を入れているのは，いうまでもなく農業関連の開発である。

ここで取り上げた「RuralAsia-ChallengeandOpportunity」（農村アジア：

挑戦と機会」は，アジア開銀が行った「AsianAgriculturalSurvey」の第２回

目の報告書であり，アジア農業のエキスパートが総力を結集して書き上げた貴重

なレポートである。まず報告書の内容を紹介しよう。

第１部過去10年間の回顧

１．序

２．食糧，栄養，人口

３．雇用，所得，農村における貧困

４．農業生産性と技術変化

５．技術変化における制度的な制約

６．部門間リンケージ

７．農業と外国貿易

８．農業部門における生産戦略と政府の介入

第２部今後の課題

１．序

２．将来予測

３．基調的変化

－２４６－



第３部

１．序

２．農村開発一概念と構図

３．土地改革：制度的変革における基本的要素

４．農業成長における技術の重要性

５．農業信用一重要な課題

６．農業価格政策等におけるいくつかの分野

７．農外雇用

第４部より効率的な外国援助のあり方

１．序

２．外国援助と今後の課題

第１回目の「アジア農業調査」（１９６７年-68年)が行なわれた1960年代の後

半は，「緑の革命」（GreenRevolution）が華々しく進行していた時期であり，

アジア農業に関するあらゆる報告書はアジアがそう遠くない将来に食糧を自給し，

生活水準を大きく引き上げる可能性があることを調い上げていた。ところが1970

年代に入ると，この豊かさえの約束（thepromiseofabundance）は束の間

の夢であったことが判明する。本書の第１部は，このような繁栄への夢が一部の

国を除いてどうして崩れ去ったかを貴重なデータを用いて克明に分析している。

「緑の革命」が当初の予想に反して成功しなかった理由として，①70年代初頭に

アジア稲作地帯を襲ったかんばつ，②「緑の革命」の起爆剤であった新品種の普

及が予想外に進まなかったこと，③「緑の革命」に必要とされたかんがい施設の

整備，化学肥料及び農薬の多施は，資本力の貧しい零細農民には負担過重となり，

農民層の分解を招いたこと，④「緑の革命」による一時期の豊作によって農産物

価格が下落し，農民の生産意欲が減退したこと，⑤さらに重要なことは，「緑の

革命」による資本集約的な生産技術は，農村における失業者を累増させ，生産資

源の不効率な配分を招いたのみならず，大きな社会不安も若起したことなどが掲

げられている。これらの事柄は，多くの学者が従来指摘してきたことであるが，

－２４７－
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同じアジア開銀より出た「ミントレポート」(6)より問題をより深刻に受け留めて

いる点で注目に値する。

ＤＭＣ（アジア開銀発展途上国）に関する過去20年間の食糧需給及び人口増加

の状況は表１の通りであるが，生産が国内需要を上回ったのはわずか４カ国（ス

リランカ，韓国，マレーシア，タイ）で，ネパール，バングラデシュ，アフガニ

スタン，インドネシアは食糧生産が人口増にさえ追いつけない状況にある。

本書の第２部では，ＤＭＣ諸国における三つの基本的な農業問題，すなわち，

①食糧の国内需給，②農業における雇用，③農業部門の輸出能力について,１９８５

年までの予測を試みている。①の食糧需給に関しては，３％以上の高い穀物生産

の増加を見込んでも，1985年にはＤＭＣ10カ国で約3,000万トンの供給不足が生

ずるとしている。とくに不足が著しいのは，インドネシア（1,400万トン）と韓

国（９００万トン）であるが，韓国の場合は工業製品の輸出を通して食糧を確保す

る道が残されているから差して問題にならない。１０カ国のうち，穀物生産量が国

内需要量を上回っているのはタイとビルマのみである。

②の雇用問題については，開発のスピードと人口圧力との関係で失業率が現状

より悪化するスリランカ，ビルマ，フィリピンに対して，マレーシア，韓国，台

湾などは逆に労働市場は逼迫し，失業率は低下するとみている。

③の農産物輸出については，さらに悲観的で，生産と価格の低落傾向からして、

過去の増加率さえ維持できないであろうとしている。だが，従来輸出が大幅に落

ち込んでいたバングラデシュやビルマではかなりのプラス成長が見込まれている。

では，国内の食糧自給を図りながら，農村における余剰労働力を吸収し，さら

に農産物の輸出を促進するにはどのような戦略（strategy）が組まれなければな

らないのか。これらの極めて困難な問題に対する解答が第３部でなされており，

Myint(7)や筆者(3)b､主張と一致していて共感を覚える。

まず，アジアの農業問題は新品種，かんがいなどの部分的なアプローチではか

えって事態を悪化させる恐れさえあり，技術，制度，組織，政策手段を含む総合

的な農村開発（comprehensiveruraldevelopment）の中で，多くの零細で限界

－２４８－



表1．主要ＤＭＣにおける食糧生産，人口，

国内食糧需要の年成長率ａ

1952-1972（単位：％）

６ Ｃ
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資料：本書，Ｒ４２．
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的農家が自主的に参加し，開発の利益を分ち合うようなフレームが必要だとして

いる。この考え方は，成長部門主導による開発効果の末端部門への伝播を確信す

る従来の「ビグプッシュの理論｣(9)やハーシュマン(1)流の開発戦略と大きく異な

るものである。「これらの理論は，初期における資産の分配，，情報も含む稀少資

源の利用可能性が大きく片寄っていないところでのみ有効である。分配が歪み

（skewed）或いは二峯型（bimodaDをなしているところでは，過去の経騒からし

て,従来の開発方式は初期の利益者の地位をますます強固にし，その後の開発利

益の大部分を一人占めにする公算が大きい」（Ｒ２１６)。

農村開発における,恐らく最も重要なファクターとして，土地改革(landreform）

がある。土地改革は単に農業生産性を増やすだけでなく，土地の分配を通して，

封建的遺産が今だに根強く残っているアジア農村社会の変革のエネルギーにもな

り得ることがJoshi(2)によって指摘されている。

土地改革がじつは多くの国々で実行に移されながらこれといった効果を上げ得

ていない理由として，①為政者の怠慢，②技術的操作の拙劣さ，③受益者に対す

る援護措置の貧弱さ，そして最も重要なことは，④受益者組織の欠如であるとし

ている。受益者組織を強化する1つの方法として，土地改革の目的を明瞭にし，

新しい状況における受益者の権利義務に関する知識を高めるような教育の必要性

を説いている。さらに，土地改革が実行的であるためには，①土地の割当限度面

積を引き下げ，②稲作以外の土地にも割当限度を設ける，③大地主に対する土地

買上げ代金を従来の一括払方式から種々の分割払方式に切り替えるべきであると

している。

ここで一言付け加えておくと，多くのアジア発展途上国においては，地方の大

地主が同時に政治・経済の実権を握っているケースが多く，余程の事が起きない

限り，自から進んで不利になるような改革はしないという基本的な問題がある。

第二の戦略は農業技術の選択に関連している。「緑の革命」における教訓でも

みたように,先進国型の技術は下記の図が示すように，資本一労働比率の最大化

に重点を置いているため，エンジニアリング（Engineering)，或いは市場志向的

－２５１－
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（Market)色彩が強く，開発途上国の土地や労働力の有効利用を著しく阻害して

きた。これらの国における妥当な技術とは「零細農家の採用に適し，地域の利用

可能な資源，とくに労働力の利用を高めるタイプのもの」（Pb245)でなければな

らない。図からすると，経済的（Economic）及び社会的（social)効率を最大化

する技術であり，それは土地及び労働集約的技術である。

本書は技術を①生物，化学技術（biological‐chemicaltechnologies),②かん

がい，管理技術（irrigationmanagemet）,③機械技術（mechanicaltechno‐

logies)に分け，①については，豆類（pulses)，根菜類（roots),チュバー(tUbers）

及び油種（oilseeds)における技術研究が遅れているとし，さらにコストが高い割

には効果が小さい従来の化学的病害虫駆除に代る生物学的方法の開発必要性が

指摘されている。②のかんがい管理技術については，とくに米，小麦の生産増加

に重要な役割を果すが，かんがい施設と管理技術の最適な組み合わせを図るシス

テムが著しく遅れている。③の機械技術については，従来労働生産性の最大化を

図るような選択がなされていたが，土地制約の強いアジアでは，土地生産性を最

大化するような技術選択が望ましいとしている｡その他,作付け(cropingsystem）

に関する研究，外来技術の社会・経済的影響及び風土への適合性に関する研究の

必要性が指摘されている。

第三の戦略として，従来，開発理論で軽視されてきた農業信用（agricultural

credit）の問題が，不充分ではあるがとり上げられており，筆者（４，５）とほぼ

同一の結論に達していることは興味深い。すなわち，①政府融資が，生産量の最

大化を目ざしているのに対して，小農の関心はリスクを勘案した所得の最大化に

あること，②土地担保のない労働者の消費的借入れは，ほとんど個人金融業

(privatemoneylenders）に頼っていて，過重な返済に苦しんでいる。この問

題の解決策は，政府金融機関により制度的融資を増やすことではなく，農外雇用

の機会を増やし，自からの消費水準に見合った所得を確保する道を与えることで

ある。③信用のアクセスを容易にし，融資のタイミング及び不作などの予期せぬ

出来事による支払不能に対しても弾力的に対処しうること。④非制度的な金融シ

－２５２－



効率と雇用のトレード・オフ－４つの型

1００

０５

最
大
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（
％
）

０

Ｍｉｎｉｍｕｍ ＭａｘＩｍｕｍ

未熟練労働者の雇用

本書，Ｐ､２４４

ステムが制度的なものより，より農村のニーズに合ったサービスを提供しており，

政府はこれらの金融機関をより健全なものへと育成すべきであり，排除すべきで

はない。⑤農村の貯蓄を誘導し，併せて資金の効率的運用を図る観点からして，

利子率は高めに設置した方がよいなどの極めて妥当な提案がなされている。

以上の三つの基本戦略の他に，補助的戦略として，農業価格政策と農外雇用に

ついて言及している。農業価格政策は，①投入価格政策と②生産物価格政策に分

けて考察している。前者については，国際貿易論の成果をそのまま受け継ぎ，生
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産要素そのものに補助するよりは流通機構の整備など要素市場の合理化に結びつ

くような形での補助が望ましいとしている。

生産物価格補助は生産要素価格補助程一般的ではない。過去10年間とられてき

た高農業価格補助政策は，新技術の導入を刺激し，富農の蓄積を増加させたが，

農産物余剰を作り出せない小農や農村労働者は一般物価の上昇と公共事業の削減

を通して逆に苦境に追い込まれたと分析している。

農外雇用（off-farmemployment）創造の必要性は，単に農村の失業や偽装

失業を解消する戦略としてだけでなく，農業基盤（infrastructure）整備や農村小

工業（cottageindustries)の振興を通して，農業のリンケージ効果を高める意図

も大きい。

本書では，投資のプライオリティを農業の基盤整備に置き，その後農村小工業

に移るべきだとしているが，これは当面焦眉の急となっている農村の失業者や偽

装失業を吸収するために農外雇用を創造するという戦略以外に，農業のリンケー

ジ効果を高めながら農業生産力のポテンシャルを引き出そうとする意図をもって

いる。

本書の最終部（第４部）は「より効果的な外国援助のあり方」となっており，

従来の援助のあり方を踏まえて,援助国（donors）と援助受入国（receipients)に

対して若干の提案を試みている。開発途上国に対する外国援助（ＤＡＣ＋国際機

関）は，過去５年間（１９６９－７４年）に31億ドルから58億ドルへと大幅に増加し

た｡とくに注目すべきことは，世銀，アジア開銀などの国際機関による援助の割

合が２割強にまで増大していることである。だが，ＤＭＣ諸国をみると，二，三

の国を除いて援助資金の国内総投資支出に占める割合は低下してきている。

「援助の効果」については，従来多くの実証分析が試みられているが，まだ満

足のいくような結論に達し得てないのが実'情である。本書にも引用されている最

近のSinghqo)の研究によると，経済成長率が高く，貯蓄率も高い国では，外国援

助は民間投資の「誘い水」の役割を果し，国内資本形成に大きく寄与するが，貯

蓄率の低い国では民間投資の代替的役割を担い，資本形成を妨げるとしている。

－２５４－



本調査でも，国内総貯蓄率が15％以下の国（多くのＤＭＣ大国）では，外国援助

と国内資本形成の代替関係がみられると指摘している。さらに重要なことは，貯

蓄率の低い貧しい国では，援助資金が不足しているということよりも開発計画の

貧弱さが大きな問題であるとしている。

援助の効果を高める主な戦略として，①食糧援助をもっと増強すべきである。

②資本集約的な援助は実情にマッチしない限り避けるべきである。③援助資金に

よる物資の調達は，主に援助導入地域でなされるべきである。④とくに農業部門

における年間の融資目標（annualloantarget）に固執すべきでない。⑤援助

は純投資を増やすという前提でなされるべきである。⑥外資融資による国内通貨

金融（localcurlencyfinance）を増強すべきである。また受入れ国に対しては

①自助努力（self‐help）のために援助を活用すること。②農業開発プロジェク

トを正当な理由がない限り，審査銀行（examibank）融資によって賄なわな

いこと。③援助を雇用吸収につながるような長期のプログラムを用意することな

どが提案されている。

本書における注目すべき事柄の１つは，過去における農業生産の増大が，先進

国でみられた貧富の差の縮小につながらず，逆にその差を拡大したとするfinding

である。これは従来の主潮である経済成長→貧富の差縮小論の否定を意味し，

Myrdalが主張する平等化→経済成長の道に支持を与えるものである。すなわち，

UnlikethesituationinWesterncountries（ａｔｌｅａｓｔａｓｉｔｉｓｃｏｎｖｅ‐

ntionallydiagnosed），ｔｈｅＳｏｕｔｈＡｓｉａｎｃａｓｅｍａｙｔｈｕｓｂｅｏｎｅｉ、which

ｵﾉｂｅ，γ0加○ﾉﾉo〃ｏ′ｓｏＣｊａノα"ｄｅｃｏ"0籾Ｚｃｅ９"α〃Z)ＭｓａＰγe‐ＣＯ"｡/がo〃′oγαｵｰ

ｵα〃"９ｓ"6s/α"ﾉﾉαノノo昭一/eγｗｊ"Cγｅａｓｅｓｊ〃Ｐγ0.z↓cﾉﾉo〃（ＡＭｚ〃、γαｍα，Ｐ、

１３６９）．

社会的，経済的基盤の平等化の起爆剤は，いうまでもなく，抜本的な土地改革

である。だが土地改革は，農村アジアの制度的枠組が変らない限り極めて困難で

あるとする見方が強い。

それでは大地主制度を支えている社会制度を変革するにはどうすればよいのか。
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ここにきて初めて事の複雑さに気がつき，今までのかっこよい提案も色槌せてく

るというのが，従来のアジア農村開発論の帰結である。開発への始発的条件を整

えるためには，アジア農村社会に深くビルト・インされた制度的呪縛を解き放つ

ことが先決だが，そのための最も有効な戦略はあるのだろうか。本書が素晴らし

い提案を行いながら説得力を欠くのは，この基本的な問題に対する答えを見出し

得ていないところにある。

Myrdalも指摘しているように，アジア発展途上国から貧困を追放できるかど

うかのテストは，農業開発で成功するかどうかにかかっている。これは単にアジ

アの大半の人々が農業で生計を立てているということだけでなく，自助努力なし

では一歩も前進し得ないのが農業だからである。ここ10年間に何らかの前進がな

い限り，アジア農村は本書の、Epilogu〃が示唆している別の解決策を見い出す

かも知れない。すなわち，

Frustrationalsoensuedfromtheratherhalf‐heartedattemptsto

recastruralinstitutions，althoughtheselimitedchangeswerｅｕｓｕ‐

allyaccompaniedwithallofthepersuasivepowerwhichmodern

masscommunicationscangive･Adeservedsenseofcynicismhas

settledinamongtheruIalpoor，ａｎｄｉｔｉｓｏｎｌｙｄｕｅｔｏｔｈｅｔｉｍｅｌｅｓｓ

ｐａｔｉｅｎｃｅｏfthesepeoplethatmoreupheavalandmorerevolutionary

violencedidnotmaterializeduringthepasttenyears・Unlessmajor

newpolicycommitmentｓａｒｅｍａｄｅ，however，onecannotbeassanguine

aboutthecomingdecade（本書，Ｐ、３１９）．
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